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１ はじめに
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3

①研修テキストの作成

本市カリキュラムに対応した独自の標準テキ
ストを作成し、またカリキュラムの一つである
「高齢者を支える保健福祉施策」についての
ＤＶＤ教材を作成しました。

(2)暮らサポ研修拡大に向けた
これまでの取組

②事例集の作成

かわさき暮らしサポーターがサービス提供時
に活用できるよう、生活援助におけるよくある
困り事をまとめた事例集を作成しました。

4

③リーフレット等の作成

受講者募集のため、リーフレットを作成し
図書館やハローワーク等に設置しました。
また、ポスターを作成し市バスやＪＲ南武線
の駅に掲示を行いました。

④広報媒体を活用した周知

市政だよりやタウンニュース等に記事を掲載
し幅広く周知を行いました。
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5

⑤キャリアアップ

キャリアアップ支援として、
暮らサポの資格取得後、介護職員初任
者研修を受講した場合は、通常よりも
多く受講料を補助します。

6

２ 改定事項
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(1)介護予防訪問サービスの担い手拡大
7

①資格要件の拡大

訪問介護において創設された「生活援助中心型」の研修修了者について、介
護予防訪問サービス（生活援助特化型）においても従事することを可能とする。

②研修カリキュラム等の見直し

かわさき暮らしサポーター養成研修カリキュラム等の見直しを行い、
生活援助に従事する者に必要な知識等のさらなる向上を図る。

③新たな加算の創設

暮らサポ研修修了者がサービス提供をする際に必要なＯＪＴ研修について、
事業所が実施する手間を報酬（加算）で評価する。

①資格要件の拡大

８

介護保険法の改正等により、平成３０年４月から
「生活援助従事者養成研修」等の研修が創設。

暮らサポ研修
生活援助従事者
養成研修

総合事業

介護予防型
（現行相当サービス）

× ×

生活援助特化型
（基準緩和サービス）

○ ○

介護給付
身体介護中心 × ×

生活援助中心 × ○
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②研修カリキュラム等の見直し
9

項目 講義の項目 履修時間数

１ 高齢者を支える保健福祉施策 60分
⇒40分

２ サービス提供の基本的視点 30分

３ 介護（ホームヘルプ）概論 30分
⇒60分

４ 認知症の理解
⇒認知症等高齢者の特徴と対応

60分
⇒80分

５ 利用者の理解とコミュニケーション 90分
⇒60分

６ 介護技術入門 30分

同行訪問 ２回以上
⇒２回以上かつ合計90分以上

ＯＪＴ研修※新設 60分以上

③新たな加算の創設
１０

概要

かわさき暮らしサポーターの更なる質の向上のため、ＯＪＴ研修等を要件に
加え、以下の要件を満たした事業所を新たに評価することとする。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 生活援助人材養成加算 １７５単位／月（新設）

算定要件等

○以下の要件を算定要件とする。
・かわさき暮らしサポーター養成研修機関であること。
・初回サービス提供時にサービス提供責任者によるOJT研修を60分以上
実施している。
○給付率は100%とし、自己負担はない。
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参考様式
1１

内容 被保険者番号 実施時間数 担当者印 受講者印

同行訪問

同行訪問

ＯＪＴ研修

かわさき暮らしサポーター　研修状況確認シート

事業所名:

受講者名:

実施年月日 実施時間

必ず同行訪問・ＯＪＴ研修を実施した記録の保管をお願いします。
記録が不十分の場合、報酬返還が発生する場合があります。

（川崎市介護予防訪問サービス（生活援助特化型）従事者養成研修機関の指定の流れ抜粋）

（２）国通知に基づく単価改正
１２
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（３）その他改定事項
１３

①基本パターンの追加

同一週において、有資格者によるサービスと暮らサポ研修修了者による
サービスを提供した場合の報酬についての見直しを行う。

②サービス種別コードの変更

新たな加算の創設や有資格者と暮らサポ研修修了者のサービスを同一週に
提供した場合の報酬の対応のほか、これまでの実績等から算定方法の簡素
化を図るため、サービス種別コードを変更します。

１４

サービス種別コードの変更点
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１５

サービス種別コードの変更に伴うポイント

ポイント③
介護職員処遇改善加算について、次のとおり変更となります。
１．固定単価を設定。
２．「介護職員処遇改善加算総額のお知らせ」帳票が出力
されなくなります。

３．介護職員処遇改善加算ⅠからⅢまでが同一の単価となります。

ポイント②

基本コードについて、『１週あたり』のコードのみとします。

（月額報酬・日割りによるコードを廃止）

ポイント①
負担割合ごとにサービスコードを設定。

※介護職員処遇改善加算Ⅳ・Ⅴを算定している事業所については、平
成30年度の間に限り「介護職員処遇改善加算」の算定を可とします。

１６

３ 報酬単価に
ついて
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介護予防訪問サービスの算定構造
１７

新設加算の『生活援助人材養成加算』については給付率が100％となります。

１８

介護予防訪問サービスの単価比較表
１週 2週 3週 4週 5週

基本単価 233 466 699 932 1,168

介護職員処遇改善Ⅰ 32 64 96 128 160

合計単位数 265 530 795 1,060 1,328

基本単価 233 466 699 932 1,165

介護職員処遇改善 33 66 99 132 165

合計単位数 266 532 798 1,064 1,330

基本単価 466 932 1,398 1,864 2,335

介護職員処遇改善Ⅰ 64 128 192 255 320

合計単位数 530 1,060 1,590 2,119 2,655

基本単価 466 932 1,398 1,864 2,330

介護職員処遇改善 65 130 195 260 325

合計単位数 531 1,062 1,593 2,124 2,655

基本単価 741 1,482 2,223 2,964 3,704

介護職員処遇改善Ⅰ 102 203 305 406 507

合計単位数 843 1,685 2,528 3,370 4,211

基本単価 740 1,480 2,220 2,960 3,700

介護職員処遇改善 102 204 306 408 510

合計単位数 842 1,684 2,526 3,368 4,210

改定前 1
週
１
２
０
分
超改定後

改定前

改定後

改定前

改定後

1
週
６
０
分
以
下

1
週
６
０
分
超
１
２
０
分
以
下
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２２

４ 算定方法に
ついて
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２３

２４

例① 毎週月曜日３０分以下（介護予防型）
毎週金曜日３０分以下（介護予防型）の算定方法

日 月 火 水 木 金 土

１
計画30分
実績30分

２

３ ４
計画30分
実績30分

５ ６ ７ ８
計画30分
実績30分

９

１０ １１
計画30分
実績30分

１２ １３ １４ １５
計画30分
実績なし

１６

１７ １８
計画30分
実績30分

１９ ２０ ２１ ２２
計画30分
実績30分

２３

２４ ２５
計画30分
実績30分

２６ ２７ ２８ ２９
計画30分
実績30分

３０

算定方法

①A３ 1111(1週60分以下）
233×5回(5週分)＝1,165単位

①＝1,165単位

キャンセルがあった場合も、
当該週においてサービス提供
実績があるため計画通り算定。
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２５

例② 毎週月曜日６０分以下（介護予防型）
隔週金曜日３０分以下（生活援助特化型）の算定方法

日 月 火 水 木 金 土

１ ２

３ ４
計画60分
実績60分

５ ６ ７ ８
計画30分
実績30分

９

１０ １１
計画60分
実績60分

１２ １３ １４ １５ １６

１７ １８
計画60分
実績60分

１９ ２０ ２１ ２２
計画30分
実績30分

２３

２４ ２５
計画60分
実績60分

２６ ２７ ２８ ２９ ３０

算定方法

①A3 1111(1週60分以下)
233×2回(２週分)＝466単位

②A３ 1221(1週60分超120分以下）
396×２回(２週分)＝792単位

①＋②＝1,258単位

同週で「介護予防型」と「生活
援助特化型」を組み合わせた場
合のサービスコードを使用

日 月 火 水 木 金 土

１０ １１ １２
契約日

１３
計画60分
実績60分

１４ １５ １６

１７ １８
計画60分
実績60分

１９ ２０
計画60分
実績60分

２１ ２２ ２３

２４ ２５
計画60分
実績60分

２６ ２７
計画60分
実績60分

２８ ２９ ３０

算定方法

①A3 1111(1週60分以内）
233×1回(1週分)＝233単位

②A3 1211(1週60分超120分以内）
466×2回(2週分）=932単位

①+②＝1,165単位

例③ 毎週月・水曜日６０分以下（介護予防型）で週の途中（１２日）に契約した算定方法

例④ 毎週日・水曜日６０分超120分以下（介護予防型）でショートステイを利用する場合の算定方法

週の途中からの契約であって
も、契約日以降のサービス提
供（計画）に基づき算定。

算定方法

①A3 1211(1週60分超120分以下）
466×2回(2週分)＝932単位

①＝932単位

日 月 火 水 木 金 土

１０
計画60分
実績60分

１１ １２ １３
計画60分
実績60分

１４
ショート
ステイ

１５
ショート
ステイ

１６
ショート
ステイ

１７
計画60分
ショート
ステイ

１８ １９ ２０
計画60分
実績60分

２１ ２２ ２３

２６

当該週についてサービス提供
実績があるため計画通り算定。
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算定方法

①A3 1311(1週120分超）
740×1回(1週分)＝740単位

①＝740単位

例⑤ 毎週月・水・金曜日６０分以下（介護予防型）で週の途中（１３日）に
区分変更により要支援２⇒要支援１になった場合

例⑥ 毎週月・水曜日６０分以下（介護予防型）で週の途中（１３日）に
区分変更により要支援１⇒要支援２になって毎週金曜日６０分（介護予防型）を追加した場合

算定方法

①A3 1311(1週12分超）
740×1回(1週分)＝740単位

①=740単位

２７

日 月 火 水 木 金 土

１０ １１
計画60分
実績60分

１２ １３
計画60分
実績60分

１４ １５
計画60分
実績60分

１６

要支援２

当該週については、「週120
分超」で算定し翌週から「週
60分超120分以下」で算定

日 月 火 水 木 金 土

１０ １１
計画60分
実績60分

１２ １３
計画60分
実績60分

１４ １５
計画60分
実績60分

１６

要支援１

要支援１ 要支援２

算定方法
(1)同一建物減算前事業所
①A3 1111(1週60分以内）
233×1回(1週分)=233単位

(2)同一建物減算事業所
①A3 1411(1週60分以内）
210×1回(1週分)=210単位

②A3 1511(1週60分超120分以内）
419×1回(1週分)=419単位

①+②＝629単位

例⑦ 毎週月・金曜日６０分（介護予防型）で週の途中（１３日）に
転居により同一建物減算施設に入所した場合の算定方法

例⑧ 毎週月・金曜日３０分以下（介護予防型）で週の途中（１３日）に
転居により同一建物減算施設に入所した場合の算定方法

算定方法
(1)同一建物減算前事業所
①A3 1111(1週60分以内）
233×1回(1週分)=233単位

(2)同一建物減算事業所
①A3 1411(1週60分以内）
210×1回(1週分)=210単位

２８

日 月 火 水 木 金 土

１０ １１
計画60分
実績60分

１２ １３ １４ １５
計画60分
実績60分

１６

１７ １８
計画60分
実績60分

１９ ２０ ２１ ２２
計画60分
実績60分

２３

同一建物減算対象施設入所

同一建物減算対象施設入所

日 月 火 水 木 金 土

１０ １１
計画30分
実績30分

１２ １３ １４ １５
計画30分
実績30分

１６

同一建物減算対象施設入所

契約日までのサービス提供
（計画）に基づき算定

契約日までのサービス提供（計画）に基づき算定
※当該週については「1週60分以下」をそれぞれ
の事業所で算定する。
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２９

請求明細書記載例

（川崎市介護予防・日常生活支援総合事業請求事務の手引き4.「給付管理票」「請求明細書」等の記載例2-1抜粋）

３０

請求明細書記載例

（川崎市介護予防・日常生活支援総合事業請求事務の手引き4.「給付管理票」「請求明細書」等の記載例3抜粋）
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３１

５ 検索方法に
ついて

３２

「介護情報サービスかながわ」
事業所検索画面の変更について

「訪問型サービス
（定率）」を選択。

事業所名をクリック。
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３３

「介護情報サービスかながわ」
事業所検索画面の変更について

サービス詳細をクリックすると、
「介護職員処遇改善加算」の
算定可能事業所か確認でき
ます。

３４

６ まとめ

－18－
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川崎市の訪問型サービス

介護予防・生活支援サービス
（総合事業）

介護予防訪問サービス

訪問型サービス（独自）【A3】
指定事業者※

介護福祉士
初任者研修修了者

かわさき暮らしサポーター養成研修修了者

など

ホームヘルパーが家庭を訪問し、利用者と協働
して家事の援助を行う

（暮らサポ研修修了者は、身体介護を除く家事
支援のみ提供可）

1週あたりの単位
＊一定以上利用する場合はひと月あたりの単位

改
定
後

※訪問型サービス（A2）で既に実施している事業所については、指定手続きは不要。

【】はサービス種類コード

３５

介護予防・生活支援サービス
（総合事業）

介護予防訪問サービス

訪問型サービス（独自）【A2】
指定事業者※

介護福祉士
初任者研修修了者

かわさき暮らしサポーター養成研修修了者

など

ホームヘルパーが家庭を訪問し、利用者と協働
して家事の援助を行う

（暮らサポ研修修了者は、身体介護を除く家事
支援のみ提供可）

1週あたりの単位
＊一定以上利用する場合はひと月あたりの単位

人員等基準について

（川崎市独自基準がある項目のみ）

３６

項目 介護予防訪問サービスの人員基準等

人員基準 訪問介護員 員数 常勤換算2.5以上

資格 ・介護福祉士
・初任者研修修了者
・かわさき暮らしサポーター養成研修修了者 等

サービス
提供責任者

員数 利用者の数が40又はその端数を増すごとに1以上
※「生活援助特化型」の利用者は「40」の数に含めない。
※一定の要件を満たした事業所については利用者の数
が50又はその端数を増すごとに1以上

資格 ・介護福祉士
・実務者研修修了者
・3年以上の経験を有する初任者研修修了者 等

運営基準 ・毎月の利用者の状態把握等⇒訪問介護員
・訪問介護計画のモニタリング⇒サービス提供責任者

・下線部分についてが川崎市独自基準となります。

・管理者や設備基準等旧予防訪問介護と同様の基準については記載を省略しています。
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３７

参考様式
介護予防訪問サービスの毎月の報告様式

川崎市総合事業の詳細については
川崎市のホームページへ

３８

介護予防・生活支援サービス事業関係
http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3-13-0-0-0-0-0.html

トップページの検索
で「総合事業」と入
力し検索すると便
利です
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川崎市総合事業に関するお問い合わせ先

川崎市では、川崎市総合事業に関する専用ナビダイヤルを設置して
います。

３９

ご清聴ありがとうございました。

４０
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訪問介護（生活援助中心型）の
多いケアプランの届出について

平成３０年９月 川崎市健康福祉局介護保険課

1
概要

利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点か
ら訪問介護における生活援助中心型サービス※について、次の改正
が行われ平成３０年１０月１日から施行されます。
※介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である訪問介護に限る。

①通常の利用状況からかけ離れた利用回数のケアプランについて市町村へ届出
（居宅基準省令第１３条第１８号の２）

②そのケアプランについて市町村が確認し必要に応じて是正を促していく
（居宅解釈通知）

要介護１：２７回／１月
要介護２：３４回／１月
要介護３：４３回／１月
要介護４：３８回／１月
要介護５：３１回／１月

（厚生労働省告示第２１８号）

1年間（平成28年10月～平成29年9月分）の給付実績
（全国）を基に、各月における要介護度別の「全国平均
利用回数＋2標準偏差（2SD)」で算出
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2
届出のフロー

①ケアプランの作成

②作成年月日（第６表の作成年月日）の翌月末までに市に届出
届出書類
・アセスメントシート
・ケアプラン（第１表から第７表）

※軽微な変更の場合はモニタリングシートも届出が必要

③市がケアプランを受理し、内容を確認
した後必要があれば訪問調査を実施。

郵送先
〒210-8577
川崎市川崎区宮本町1
川崎市役所健康福祉局
介護保険課給付係 行
＜ケアプラン 在中＞

3
届出書

必ずチェック！
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4
届出書

【老企第３６号 第２の２（６）】一部抜粋
居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場合には、居
宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを得ない事情の
内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課題に対して、その解
決に必要であって最適なサービスの内容とその方針を明確に記載する必要が
ある。

5
届出が必要な判断について

作成年月日の翌月末までに届出

サービス利用票に、算定構造「ロ生活援助」
のみを位置付けた場合のみの回数をカウント
し、告示で定める回数以上となった場合に市町
村に届出を行う。
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6
届出の判断基準①

7
届出の判断基準②
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8
届出の判断基準③

9
届出の判断基準④
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10
よくあるお問合せ

Q1：軽微な変更により告示で定める回数以上となった場合においても届出が
必要か。

• 川崎市においては、軽微な変更であっても、告示で定める回数以上となっ
た場合は届出が必要です。

Q2:川崎市の被保険者で県外の住所地特例対象者施設に入居している場合、
届出先は施設所在地の保険者となるのか。

• 川崎市の被保険者の場合は、川崎市へ届出てください。

Q3:回数に身体介護と生活援助を組み合わせた合成コードを使用する場合も
含めるのか。

• 含まれません。

11
よくあるお問合せ

Q4:遡って認定区分が変更されたことに伴い、告示で定める回数以上となった
場合、いつまでに届出ればよいか。

• 認定結果通知後速やかに届出ください。

Q5:ケアプラン交付月において、提供する曜日が4週しかなく回数に満たない
が翌月は5週あるため回数を超過するような場合、届出が必要か。

• サービス利用票（第6表）を作成し、交付した場合で告示で定める回数以上
となった場合には、届出が必要です。

Q6:曜日の変更場合、再度届出が必要か。

• 週間サービス計画において合計回数の追加がない場合は、届出は不要で
す。
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介護保険課給付係からのお知らせ 

1  制度改正に関する周知事項について（福祉用具貸与） 

（１）商品ごとの全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の掲載先について 

商品ごとの全国平均貸与価格及び貸与価格の上限については、厚生労働省のホ

ームページに掲載していますので、以下を御参照いただきますようお願いします（貸与

件数が月平均 100 件未満の商品は除く。）。

○掲載先（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html 

※ 本内容は、公益財団法人テクノエイド協会のホームページでも掲載しています。 

＜http://www.techno-aids.or.jp/tekisei/index.shtml＞ 

（２）平成 30 年 10 月以降の留意事項について 

①福祉用具専門相談員による全国平均貸与価格の説明について 

平成 30 年 10 月以降、福祉用具専門相談員は、貸与しようとする商品の特徴や

貸与価格に加え、当該商品の全国平均貸与価格を利用者に説明することとなります。 

利用者への説明に当たっては、上記（１）により公表された全国平均貸与価格を御

活用いただきますようお願いします。 

②介護給付費請求について 

平成30年10月の貸与分以降、福祉用具貸与事業者は、商品ごとの貸与価格の

上限を超えて貸与を行った場合、福祉用具貸与費は算定されないので、御留意いた

だきますようお願いします。 

なお、貸与価格の上限が設定された商品について、今後、商品コードに変更が生じ

ることもあり得ますが（例えば、福祉用具届出コードを有する商品がＴＡＩＳコードを取得

する等）、商品コードの変更後においても、当該商品の上限は適用されますので、御

留意いただきますようお願いします。 
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２  介護給付費請求にかかる返戻について 

（１）請求が返戻・保留・減額となった場合には、神奈川県国民健康保険団体連合会

（以下「連合会」という。）から通知がきます。 

（２）各通知の説明、返戻等の主な原因については、連合会が作成した「支払関係帳票

と返戻事由の解説」・「介護給付費請求の手引き」に記載されていますのでご確認くだ

さい。

※下記のホームページ参照 

（３）連合会の資料に加え、「よくある質問Ｑ＆Ａ」についてもご確認ください。 

※下記のホームページ参照 

（４）資料を確認の上、原因、対応方法が分からない場合は、連合会にお問合せください。  

電話番号 045－329－3445 

（５）連合会から、原因が市町村の管理する被保険者台帳等にあると案内された場合は、

川崎市健康福祉局介護保険課へお問合せください。 

（６）返戻の原因を修正し、正しい内容の請求明細書・給付管理票を提出してください。 

【市ホームページ掲載場所】

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『事業者入口』⇒『過誤・再審査申立』⇒ 

『介護給付費にかかる返戻について』 

（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000062029.html） 

流れ 
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３  介護給付費請求にかかる取り下げについて 

 審査決定した介護給付費が誤っていた場合には、請求明細書を取下げする必要があ

ります。 

請求明細書を取下げるために、「介護給付費取下依頼書」を川崎市健康福祉局介護

保険課に【介護給付費取下依頼書の受付締切日】までに提出し、正しい内容の請求明細

書を連合会に提出してください。 

 給付管理票については、修正した内容を連合会に提出してください。 

提出方法：郵送又は来庁 

※来庁の場合は、土日祝日を除く 8:30～12:00、13:00～17:15 までとなります。 

 取下げ依頼書の記載誤りにより取下げができない場合があります。取下げ依頼をす

る際には必ず市ホームページに掲載の手引きや記入例をご確認ください。

【市ホームページ掲載場所】 

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『ダウンロード』⇒『【事業者向け】介護給付費の取り下げ・返戻

関係』⇒『介護給付の取り下げ』 

（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000017482.html） 

概要 

注意点 
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４  川崎市介護保険課への問い合わせについて 

 質問する前には、告示・条例・留意事項通知等を確認し、それでも解決・判断できな

い場合や解釈に悩んだ場合に、「事業所の考え」を記載の上、市ホームページに掲載の

ＦＡＸ質問票を送信してください。 

 その際「質問をするに当たって確認した根拠法令等」への欄に、次のとおり、確認し

た法令、告示、条例又は通知等を記載してください。 

＜ＦＡＸ質問票抜粋＞ 

質
問
内
容
具体的に記載してください。 

＜質問をするに当たって確認した根拠法令等＞ 

川崎市●●条例第●条●号

＜事業所の考え＞ 

必ず記載してください。 

【市ホームページ掲載場所】 

・ＦＡＸ質問票 

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『ダウンロード』⇒『【事業者向け】介護保険 Q＆A・問い合わ

せ』 

（ http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-4-5-0-0-0-0-

0.html） 

・川崎市基準条例 

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『事業者入口』⇒『川崎市介護保険事業者指定基準条例等』⇒ 

『川崎市基準条例（H３０.04.01施行他）』 

（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000096593.html） 

※告示や留意事項通知については、厚生労働省のホームページ又は書籍等で確認してく

ださい。 

－47－



2018/9/18

1

高齢者事業推進課からの
お知らせ

退院・退所加算算定時の留意事項について

退院・退所加算について
【老企第３６号第３の１３】

①利用者の退院又は退所に当たって、当該病院等の職員と面談を行い利用者に関する必要な
情報（別紙「退院・退所情報記録書」参照）を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅
サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合に算定。

ただし、初回加算を算定する場合は算定しない。

（電話等の、面談以外の方法で情報提供を受けた場合は加算要件に該当しません）

②原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後
７日以内に情報を得た場合には算定可能。

③面談の日時、開催場所、出席者、内容の要点等について、サービスの利用に関する調整を
行ったことがわかるよう支援経過記録や居宅サービス計画等に記録し、当該病院等から受け
た利用者に関する情報「退院・退所情報記録書」等を添付し保存しておくこと。

ポイント
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退院・退所加算算定要件に規定するカンファレンスとは
【老企第３６号第３の１３その他の留意事項抜粋】

施設等名 算定区分に規定するカンファレンス

病院又は診療所 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第１医科診療報酬点数表の退院
時共同指導料２の注３の要件を満たすもの。

地域密着型介護老人福祉施設
指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年３月１４日厚生労働省令第３４号。以下このロにおい
て「基準」という。）第１３４条第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり
実施された場合の会議。ただし、基準第１３１条第１項に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家
族が参加するものに限る。

介護老人福祉施設
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３９号。以下このハにおいて「基準」と
いう。）第７条第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場
合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。

介護老人保健施設
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第４０号。以下このニにおいて「基
準」という。）第８条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の
会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。

介護医療院
介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年１月１８日厚生労働省令第５号。以下このホにおいて「基準」
という。）第１２条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会
議。ただし、基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。

介護療養型医療施設
（平成３５年度末までに限る）

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するもの
とされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号。以下このヘにおいて「基準」と
いう。）第９条第５項に基づき、患者に対する指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。
ただし、基準第２条に掲げる介護療養型医療施設に置くべき従業者及び患者又はその家族が参加するものに限る。
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【病院又は診療所におけるカンファレンス】
入院中の保険医又は看護師等と介護支援専門員以外に２者の合計４者以上でのカンファレンスに参加
したものが退院・退所加算に該当。（日時・開催場所・出席者・内容の要点について居宅サービス計
画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付し保存すること。

介護支援専門員
入院中の保険医
又は看護師等

退院後の在宅療養を担う

保険医若しくは看護師等

保険薬局の保険薬剤師

訪問看護ステーションの看護師等

（准看護師を除く）

保険医の歯科医師若しくは

その指示を受けた歯科衛生士

理学療法士 作業療法士若しくは
言語聴覚士

相談支援専門員
（障害者総合支援法に規定する者）
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川崎市介護予防・日常生活支援総合事業 

平成３０年度 
住民主体による要支援者等支援事業 業務委託

※ 川崎市ホームページでもご案内しています。詳細、様式等を確認できます。 

●目的 

この業務委託は、川崎市の要介護・要支援者等への介護予防に資する住民運営の通いの場づくり及

び支援を実施することを目的とし、住民主体による団体等に事業運営を委託するものです。 

◆委託対象団体等 

任意団体又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法

人で次の要件を満たす団体等が対象となります。 

※上記のほかに別途、要件を定めております。その他の要件については川崎市住民主体による要支援者等支

援事業実施要綱を御参照ください。 

◆事業運営の要件 

本事業運営については、主に要介護者、要支援者または虚弱高齢者の支援を目的とする自主的な

通いの場に資する活動で、かつ次の要件を満たす活動であることが要件となります。 

(1) 団体を統括する代表者を設置していること 

(2) 代表者が川崎市に住民登録がある市民であり、かつ主たる構成員が５人以上の市民で構成されてお

り、自主的に運営されていること 

(3) 市内の室内に活動拠点を有し、かつ市内において活動を行っていること 

(4) 会計責任者を設置し、活動に係る経費について会計処理（予算及び決算を含む。）を適正に行ってい

ること 

(5) 個人情報保護管理者を設置し、団体等の活動において知り得る個人情報を適切に保護、管理している

こと 

(1) 活動拠点において、週１回以上または月４回以上定期的かつ継続的に活動を行っていること 

(2) １回あたり１時間３０分以上の活動を行っていること  

(3) 構成員を除き、市民である高齢者の参加があること 

(4) 活動に必要なスペースを確保した室内で活動を行っていること 

(5) 毎回の活動について、参加者数等を記録し管理していること 

(6) 構成員だけでなく、地域の要介護者、要支援者及び要支援に相当する虚弱高齢者等の参加が可能な活

動であること 

(7) 冷暖房設備が完備された活動場所である等、活動の安全性が確保されていること 

(8) 活動中に知り得た個人情報について、第三者に流出したり改ざんされないよう情報の保全が行われて

いること 

(9) 活動中の緊急時の対応策が確保されていること 
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◆委託団体等の選考 

事業運営を委託する団体等について、市が期間を定めて募集し、応募団体等についてプレゼンテー

ション等を実施のうえ、選考を行います。 

※ただし、応募団体等が前年度の川崎市地域介護予防活動支援事業補助金の交付を受けている場合

等で、かつ本事業の各種要件を満たしている場合はプレゼンテーション等を省略する場合があり

ます。 

◆委託団体等の募集期間 

平成３０年度の委託については、平成３０年１０月３１日まで募集の受付を行います。 

 応募にあたっては、「業務委託仕様書」「川崎市住民主体による要支援者等支援事業実施要綱」に記

載の内容を御確認のうえ、御応募ください。 

 契約予定期間：契約締結日～平成３１年３月３１日 

（契約締結は、プレゼンテーション等選考の上、応募があった月から概ね３か月後を予定しています。） 

◆委託金額上限 

委託金額については支援した対象者※１件につき支払う単価契約により支払を行います。単価上限に

ついては団体等の１日あたりの活動時間に応じて次のとおりとなります。なお、委託金額の支払時

期は契約締結後、実績に応じて７月、１０月、１月、翌年４月の四半期毎に行います。 

1日あたりの活動時間 

単価上限 

（活動場所の確保に費

用が発生する又は自宅） 

単価上限 

（活動場所の確保に費

用が発生しない場合） 

３時間未満 1,500円/件 1,000円/件 

３時間以上 2,000円/件 1,500円/件 

※対象者とは川崎市に住民登録がある市民で、次に該当する方をいいます。 

そのほか、対象者について自宅まで付き添い支援や当該者と協働による調理や洗濯、入浴に関す

る自立生活支援を行った場合に上記の単価に1件あたり500円の加算が認められる場合があり

ます。 

川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室 地域保健担当   ０４４－２００ ３７１８

(1) 要介護認定を受けている者 

(2) 要支援認定を受けている者 

(3) 川崎市総合事業実施要綱第４条第２号に規定する事業対象者の判定を受けている者 

(4) 団体等が参加者に対して、川崎市総合事業実施要綱第４条第２号に規定する基本チェックリス

トを実施し、質問項目に対する回答の結果が同要綱別添１に掲げるいずれかの基準に該当する者 

（年間委託金額算定の例） 

    団体の活動：週１回（月約４回） １日あたり２時間程度の活動 

    活動１日あたりの対象者数：５人 

    単価 1,500円×５人×４回×12か月＝年間360,000円 
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